日銀市第１２３号
平成２８年６月３０日
担保差入金融機関等　御中
日本銀行
「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」の一部改正に関する件
日本銀行では、住宅ローン債権信託受益権の適格担保化に伴い、「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」の一部を別紙のとおり改正し、本日から実施することとしましたので、通知します。
以　　上
別紙
「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」中一部改正
○　目次中Ⅶ．の次に次のⅧ．を加える。
Ⅷ．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼手続・・・・・・・・・・・・・・・

１．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼・・・・・・・・・・・・・・・・
２．適格後の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
３．住宅ローン債権信託受益権に関する選定の取下げ依頼・・・・・・・・・・・・４．商号、連絡先の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（１）商号の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（２）連絡先の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
○　（はじめに）を横線のとおり改める。
（はじめに）
○  日本銀行が各種の取引を実行する際に受入れる担保は、日本銀行が予め適格担保として認めたものに限られます。すなわち、債券や手形、電子記録債権、証書貸付債権、住宅ローン債権信託受益権などを担保として持込む差入れるには、当該債券が適格債券として選定されていること、または当該債務者が適格支払人等として選定されていること、または当該住宅ローン債権信託受益権が適格住宅ローン債権信託受益権として選定されていることが必要となります。
――　適格となりうる担保の種類は、「適格担保取扱基本要領」別表１、「米ドル建の企業に対する証書貸付債権にかかる担保の適格性判定等に関する特則」および「適格住宅ローン債権信託受益権担保取扱要領」に記載しています。「適格担保取扱基本要領」これらの要領や特則は、日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）で公表しています。
以下略（不変）
○　（本マニュアルについての照会先）中「Ⅰ．～Ⅵ．」の次に「およびⅧ．」を加える。
○　Ⅶ．の次に次のⅧ．を加える。
Ⅷ．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼手続
１．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼
○　住宅ローン債権信託受益権については、適格性判定の依頼に基づき、適否を判定します。貴行（庫・社）が新たに住宅ローン債権信託受益権の適格性判定を希望する場合には、「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書」（Ⅷ-１号書式）および日本銀行が適格性を判断するにあたり必要と認める資料を日本銀行本支店へご提出下さい。
――　日本銀行が適格性を判断するにあたり必要と認める資料の具体的な内容については、日本銀行本店からご連絡します。住宅ローン債権信託受益権の担保差入を希望される場合には、事前に日本銀行本店にご照会下さい。
○　適格性判定依頼は、貴行（庫・社）が委託者として受託者となる金融機関等との間で住宅ローン債権の信託に関する契約を締結する前に行って頂く必要がありますのでご留意ください。
○　適格性判定の結果は、ご依頼頂いた日本銀行本支店からご連絡します。
２．適格後の取扱い
○  日本銀行では、住宅ローン債権信託受益権の信託財産の内容、信託財産の管理体制等を確認する必要が生じた場合には、貴行（庫・社）に対し、追加資料のご提出を依頼させて頂くほか、ヒアリングを実施させて頂く場合があります。
○　貴行（庫・社）が現に差し入れている住宅ローン債権信託受益権が適格基準を満たさなくなった場合（日本銀行が定める規則規定等により買戻し等の措置が認められている場合を除きます。）には、速やかに日本銀行本店へご報告下さい。
○　住宅ローン債権信託受益権が適格基準を満たさなくなった場合や情報提供が不十分であったこと等により日本銀行が必要とする確認作業に支障を来す場合には、選定を解除のうえ、担保の受入停止・払出を行います。
──　選定を解除しない場合でも、担保受入停止等の措置を講ずることがあります。
３．住宅ローン債権信託受益権に関する選定の取下げ依頼
○　住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げを希望する場合には、「適格住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げ書」（Ⅷ-２号書式）を日本銀行本支店へご提出下さい。
４．商号、連絡先の変更
○　１．の「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書」（Ⅷ-１号書式）の記載内容に変更が生じた場合には、以下の（１）および（２）の内容に応じて日本銀行本支店へご提出下さい。
（１）商号の変更
　・「適格住宅ローン債権信託受益権の委託者または受託者の商号変更に関する件」（Ⅷ-３号書式）
──　商号変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
（２）連絡先の変更
　・「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅷ-４号書式）
○　書式一覧中Ⅶ号書式の次に次のⅧ-１号書式からⅧ-４号書式までを加える。
Ⅷ-１号書式　　適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書
Ⅷ-２号書式　　適格住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げ書
Ⅷ-３号書式　　適格住宅ローン債権信託受益権の委託者または受託者の商号変更に関する件
Ⅷ-４号書式　　適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書
○　Ⅶ号書式の次に次のⅧ-１号書式からⅧ-４号書式までを加える。
Ⅷ-１号書式

平成　　年　　月　　日
日　 本　 銀　 行
　　　　　　　　 御 中
（依頼人）
　　　　　　　　　　　
[image: image1.wmf]　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）
適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書
下記の委託者および受託者が組成を予定する住宅ローン債権信託受益権について、適格住宅ローン債権信託受益権としての選定を依頼します。
選定のうえは、委託者および受託者の商号または連絡担当部署等の変更がある場合には、速やかに貴行に連絡します。
記
	委託者の商号
	

	委託者の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	受託者の商号
	

	受託者の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつし、またはご署名願います。
（注２）※印　日本銀行記入欄
Ⅷ-２号書式
平成　　年　　月　　日
日　 本　 銀　 行
　　　　　　　　 御 中
（依頼人）
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　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　            （注１）
適格住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げ書
下記の委託者および受託者が組成した住宅ローン債権信託受益権につき、適格住宅ローン債権信託受益権としての選定を取下げます。
記
	委託者の商号
	

	委託者の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	受託者の商号
	

	受託者の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつし、または署名願います。
（注２）※印　日本銀行記入欄
Ⅷ-３号書式
平成○○年○○月○○日

日　 本　 銀　 行
　　　　　　　　 御 中
（金融機関等名）　　　　

（責 任 者）○○○○      印

（注１）

適格住宅ローン債権信託受益権の委託者または受託者の
商号変更に関する件
　下記の適格住宅ローン債権信託受益権の委託者または受託者は、下記のとおり商号を変更しますので連絡します。
　なお、登記事項証明書は商号変更登記完了（平成○○年○○月○○日予定）次第送付します。
記
	委託者の商号（注２）
	

	変更後の委託者の商号（注３）
	

	受託者の商号（注２）
	

	変更後の受託者の商号（注３）
	

	

	変更日
	

	
	

	※日銀使用欄
	


以　　上

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつし、または署名願います。
（注２）商号の変更を行わないものについても、この欄に商号を記載願います。
（注３）委託者および受託者のうち、商号の変更を行うものについて、この欄に変更後の商号を記載願います。商号の変更を行わないものについては、この欄の記載は不要です。
（注４）※印　日本銀行記入欄
Ⅷ-４号書式
平成　　年　　月　　日
日　 本　 銀　 行
　　　　　　　　 御 中
（依頼人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

（連絡担当部署および連絡責任）　
（注１）
適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼
に関する連絡担当部署等の変更連絡書
下記の委託者および受託者が組成した住宅ローン債権信託受益権について、選定依頼に関する連絡担当部署等が下記のとおり変更となりましたのでご連絡します。
記
	委託者の商号
	

	変更後の委託者の
連絡担当部署（注２）
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	受託者の商号
	

	変更後の受託者の
連絡担当部署（注２）
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）

	
	

	※日銀使用欄
	


（注１）変更前の連絡担当部署および連絡責任者を記載願います。
（注２）委託者および受託者のうち、連絡担当部署の変更を行うものについて、この欄に変更後の連絡担当部署を記載願います。連絡担当部署の変更を行わないものについては、この欄の記載は不要です。
（注３）※印　日本銀行記入欄
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